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Ⅰ．はじめに

日本の起業家活動は先進国中で最低レベルであ
ることが，グローバル・アントレプレヌールシッ
プ・モニター（Global Entrepreneurship Moni-
tor：以下 GEM）で長く指摘されてきた．GEM
は 18-64 歳の成人を対象に起業家活動に従事する
割合を算出して，それを国際比較している．その
起業家活動は，事業を始めたいという起業意思を
持つことによって始まる（Shapero & Sokol, 
1982；Krueger et al., 2000）．また，その起業意
思を対象にした国際調査として，大学生の起業意
識調査（Global University Entrepreneurial Spirit 
Students’ Survey：以下 GUESSS）がある．2018
年の世界レポートによると，起業のキャリア選択
に関して日本は 54 ヶ国中最下位であった（Sieg-
er et al., 2019）．また，起業意思については最高
点を 42 点とした尺度で，参加国平均が 23.8 点に
対して，日本は 12.9 点であった．

その傍らで，新産業創出と経済成長の原動力と
なりうる起業家活動を活発化させるために，文部
科学省の主導のもと，大学学部生と大学院生向け
に次世代アントレプレナー育成事業が 2014 年か
ら 2021 年まで推進されてきた．本研究は，その
ように，大学での起業家教育への関心が高まり始
めた 2018 年に実施された GUESSS の調査デー
タ1）を使って，日本の大学生の起業意思形成のモ
デルを検証することを目的とする．海外の先行研
究で指摘されてきた起業意思を高める要因は，日
本の大学生を対象にした調査でも，同じように確
認できるだろうか．その結果を踏まえて，起業意
思を高める方策を考察することも本研究の企図と
したい．

Ⅱ．理論的背景と仮説の設定

1．計画的行動理論
起業意思に関する研究は，1980 年代に発表さ

れた Shapero の著作（Shapero, 1984：Shapero & 

計画的行動理論に基づく起業意思形成モデルを，学生の起業
意識調査 GUESSS2018年版のデータによって検証した．起業
への態度，自己効力感が起業意思を高め，その 2つには交互
作用も見られた．どちらかが高まると，もう片方のインパクト
を増大させて起業意思がさらに高まる．起業家教育と起業を後
押しする大学の環境も起業意思を高める．海外の先行研究で検
証されてきた要因を，同調査で起業意思が最下位となった日本
でも確認できた．
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Sokol, 1982）に始まった．Shapero の起業イベン
トモデルは，起業家が実現性（feasibility）と適
合性（desirability）を知覚した上で，機会に突き
動かされて行動しようとする（propensity to 
act）時に起業意思が想起されるものである．こ
のモデルは起業家活動を説明するために開発され
たものだが，1990 年代になると，社会心理学の
概念を援用しようとする新しい流れが起きた．そ
れは，社会心理学で開発された計画的行動理論

（Ajzen, 1991）を起業意思に応用した Krueger & 
Carsrud（1993）の研究に始まる．その後，行動
を予測するモデルとして様々な分野で脚光を浴び
た計画的行動理論が，起業家活動の研究領域でも
取り入れられることとなった（Biraglia & Kadile, 
2017；Tkachev & Kolvereid, 1999 等）．
Ajzen（1991）が提示した計画的行動理論のモ

デルは，主観的規範（subjective norm），行動に
対する態度（attitude toward the behavior），行
動のコントロール感（perceived behavioral con-
trol）が意思（intention）に影響して，やがて，
行動（action）に至るモデルである．主観的規範
とは予想できる周囲の反応であり，態度とは行動
に対して自身が従前から持っている態度であり，
行動のコントロール感とはその行動を起こすため
の自身の能力である．この 3 要因が動機づけ要因
となって意思が高まり，その意思が原動力となっ
て行動が起こされる．起業行動を計画的行動理論
で説明すると，主観的規範とは起業した場合に想
定される家族や親しい知人の反応であり，態度は
自分自身が起業家になることを好ましく思ってい
ることであり，行動のコントロール感とは起業を
遂行できるという自信である．これらが要因とな
って起業意思が高まり，やがて，具体的な起業行
動が起こされる．Ajzen は後年，行動のコントロ
ール感は，自己効力感（self-efficacy）とほぼ等
しいと説明している（Ajzen, 2002）．自己効力感
とは，ある行動を遂行することができると自分の
可能性を認識していることである（Bandura, 
1982, 1997）．
日本における計画的行動理論に則った実証研究

の多くは，結婚，犯罪防止行動，転職を説明する

モデルの検証をしており，教育現場で調査を行っ
たものは少ない．高校生の日常の運動が体育教育
によって高められることを検証した研究（中須
賀・阪田，2019）や大学生の起業意思が起業態度
と行動のコントロール感に高められることを実証
した研究が見られる（鈴木，2020）が，サンプル
数が限定的である．また，起業家教育や起業家活
動の現場において計画的行動理論を用いてモデル
の検証をした研究は，筆者が確認する限り見られ
ない．しかしながら，海外では，起業家教育や起
業支援の現場において，計画的行動理論に則った
実証研究が積み重ねられてきた．3 つの動機づけ
要因によって起業意思が想起され，やがて行動へ
と至るモデルが，多様な被験者を対象に確認され
ることによって，理論的頑強性と方法論的厳密性
が担保されることとなった（Linan & Fayolle, 
2015）．
ところで，起業意思形成モデルとしていち早く

発表された起業イベントモデルは，Krueger ら
（Krueger & Carsrud, 1993）によって，計画的行
動理論モデルとの融合が試みられた．起業イベン
トモデルの実現性は計画的行動理論の行動のコン
トロール感，すなわち，自己効力感に等しく

（Krueger et al., 2000：Linan & Chen, 2009），適
合 性 は 行 動 へ の 態 度 に 等 し い（Krueger & 
Brazeal, 1994）として，後年の研究が進んでい
る．

以上の背景のもと，本研究は，計画的行動理論
に基づく起業意思形成のモデルを日本の大学生を
対象に検証することを目的とし，主観的規範，行
動に対する態度，行動のコントロール感が大学生
の起業意思に影響しているかどうかを，定量調査
によって明らかにしたい．また，回答者が所属す
る大学の環境についても検証の対象とする．分析
の対象は，学生の起業意識調査 GUESSS の 2018
年版によって集められた回答である．日本で育っ
た就業経験のない学生の起業意思の形成を明らか
にするために，留学生を除き，学部と修士の学生
を対象とした．海外の先行研究で指摘されてきた
起業意思を高める要因は，日本の大学生を対象に
した調査でも，同じように確認できるだろうか．
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2．起業意思
起業意思をどのように測定するのかについて

は，実証研究の積み重ねの中で工夫がなされてき
た．それは大きく 3 つに分けることができる．1
つめが，起業を選好する傾向や決意の強さに関す
る質問項目を合成する尺度（García-Rodríguez et 
al., 2017：Linan & Chen, 2009：Palmer et al., 
2019 等）であり，いつか会社を興したい，起業
家になる準備はできている等々の項目で構成され
る．2 つめが，卒業後のキャリアに起業を選択す
る 尺 度（Fayolle et al., 2006：Criaco et al., 
2017：Sieger & Monsen, 2015 等）であり，3 つ
めが，近々起業を予定しているかどうかを端的に
質問する尺度（Autio et al., 2001：Krueger et al., 
2000 等）である．本研究では 1 つめの尺度を採
用する．なぜならば，回答者にはキャリア選択が
不透明な大学 1 年生や 2 年生も含まれ，2 つめの
尺度である起業キャリアを選択するか否かという
バイナリー変数で起業意思の高低を二分割するの
は無理がある2）からである．また，新卒時の一括
採用の環境にある日本では，在学中に就職活動を
行って卒業時点で正社員として雇用されることが
慣例となっており，卒業直後に起業しようとする
割合が他国に比べて低いことの理由になっている
と考える．そこで，起業を選好する傾向や決意の
強さによって測った起業意思に注目し，それを高
めるメカニズムが海外と差があるかどうかを検証
したい．

3．計画的行動理論における要因
計画的行動理論に従い，起業への周囲の反応

（主観的規範），起業への態度，起業の自己効力感
（行動のコントロール感）を独立変数に置く．先
行研究の多くの実証結果を踏まえて，これらの心
理変数が起業意思を高めるかどうかについて仮説
を設定したい．

⑴　起業への周囲の反応（主観的規範）
周囲の反応とは，特別な行動をする際に，周囲

の深い関係にある人々がどのような反応をすると
知覚しているかによって測られる（Ajzen, 1991）．

両親，配偶者，友人，同僚のような人々はロール
モデルやメンターのように影響力を及ぼすことが
多く，それらの人々が起業に対してどのような反
応を示すかを我々は推測していると Krueger ら
は説明する（Krueger et al., 2000）．本研究の文
脈では，起業した場合に，周囲の人々がどのよう
な反応を示すと知覚しているのかを被験者に問う
ことになる．

この起業への周囲の反応が起業意思を高めるこ
とを支持する先行研究もあれば（Engle et al., 
2010：Gird & Bagraim, 2008：Kolvereid & Isak-
sen, 2006：Souitaris et al., 2007：Tkachev & 
Kolvereid, 1999），支持しないものもある（Autio 
et al., 2001：Krueger et al., 2000）．6 ヶ国を対象
にした研究では，2 ヶ国でのみ支持された（Mori-
ano et al., 2012）3）．このように先行研究の結果に
はばらつきがある．日本のサンプルでは，起業意
思への影響は確認できるだろうか．

H1：  起業への周囲の反応が好意的であると感
じる程度は，起業意思に正の影響を及ぼ
す

⑵　起業への態度
態度は，ある行動を起こすことが自身にどれく

らい望ましいと知覚しているかによって測られる．
起業への態度とは，起業家になることを自己肯定
している程度であり（Autio et al., 2001），起業に
対して好感を持っているだけでなく，起業が有利
であるという評価を伴う（Linan & Chen, 2009）．

GUESSS のデータを使った実証研究のほとん
どが，起業への態度は起業意思に正の影響を及ぼ
すことを実証している（García-Rodríguez et al., 
2017：Lechuga Sancho et al., 2018：Maresch et 
al., 2015：Sieger & Monsen, 2015）．

H2：  起業への態度は，起業意思に正の影響を
及ぼす

⑶　起業の自己効力感（行動のコントロール感）
計画的行動理論における行動のコントール感
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（Ajzen, 1991）は，Bandura（1982, 1997）の自己
効力感とほぼ等しい（Ajzen, 2002：McGee et al., 
2009）．自己効力感とは，仕事や特別なタスクを
やり遂げるための能力を持っているという自信で
ある．特定のタスクに対して高い自己効力感を持
つ者は，低い自己効力感を持つ者よりもタスクを
熱心に追求し，拘りも強い（Bandura, 1997）．自
己効力感を新しい事業を起こすための先行要因と
して捉えた場合に，起業に関する自己効力感の概
念を提起できる（Chen et al., 1998：Krueger & 
Brazeal, 1994：Rauch & Frese, 2007 等）．例え
ば，Chen et al. （1998）の自己効力感の尺度は事
業に関する 5 つのタスクである，マーケティン
グ，イノベーション，マネジメント，リスクテイ
キング，財務コントロールから構成されている．
起業家とマネジャーの自己効力感を比較したとこ
ろ，イノベーションとリスクテイキングの指標に
関しては，起業家はマネジャーよりも高かった．

自己効力感の研究は起業家教育プログラムの受
講者を対象にすることが多い．調査が容易である
ことに加え，講義を履修することをスタート地点
として，自己効力感の高まりが起業意思や起業行
動につながっていくことを明らかにできるからで
ある（McGee et al., 2009）．例えば，起業家教育
の現場で，起業の自己効力感が起業意思に強く関
係していることが実証されている（Zhao et al., 
2005）．McGee ら の 研 究（McGee et al., 2009）
では，起業家活動のプロセスに合わせた 5 つのタ
スク，アイデア探索，製品サービスの上市計画，
外部交渉，組織運営，財務管理に分けて自己効力
感を測定し，自己効力感が高まると，起業の準備
行動に移ることを確認した．前節で挙げた
GUESSS の実証研究においても，自己効力感が
起業意思に正の影響を及ぼしていた．以下の仮説
を設定する．

H3：  起業の自己効力感は，起業意思に正の影
響を及ぼす

⑷　起業への態度と自己効力感の交互作用
Krueger は起業への態度（知覚された適合性）

と自己効力感（知覚された実現性）が起業意思の
先行要因になることを一連の研究で示したが

（Krueger & Brazeal, 1994；Krueger et al., 
2000），2 要因の交互作用までは検討しなかっ
た．この交互作用に注目したのが，Fitzsimmons 
& Douglas（2011）と Sieger & Monsen（2015）
であり，交互作用が正になるのか，負になるのか
は，個人の置かれた状況や起業プロセスの段階に
よって変わると説明されている（Brockner et al., 
2004 ；Fitzsimmons & Douglas, 2011）．
彼らの議論は，期待理論（Vroom, 1964）に制

御焦点理論を持ち込んだ Shah & Higgins（1997）
に依拠する．Shah & Higgins（1997）は，ある
目標に対してコミットメントを高めるか否かには
価値と期待が相乗的に影響しており，その目標の
性質によって，促進焦点になるのか，予防焦点に
なるのかが分かれると説明している．例えば，目
標が自分の望みを叶えることならば，促進焦点が
活発化して望みを叶えるという利得を得ようと行
動する．もしも，目標が課せられた責任を果たす
ことならば，予防焦点が活性化して責任が果たせ
ないという損失を回避しようと行動する．

起業意思形成モデルにこの理論を当てはめる
と，目標は起業行動であり，コミットメントは起
業意思に相当する．そして，価値は適合性，つま
り，起業への態度に相当し，期待は実現性，つま
り自己効力感に相当する（Steel & König, 2006：
Fitzsimmons & Douglas, 2011）．起業意思には，
起業への態度と自己効力感が相乗的に影響するこ
とになり，起業意思＝起業への態度×自己効力感
と表せる．この相乗効果（交互作用）が正となる
場合には促進焦点が活性化しており，負となる場
合には予防焦点が活性化していることになる．

促進焦点の傾向が強くなるか，予防焦点の傾向
が強くなるかについては，起業プロセスの段階に
よって，変わると指摘されている（Brockner et 
al., 2004：Fitzsimmons & Douglas, 2011）．アイ
デアを創出するような初期段階では，起業を成功
させて利得を取ろうとする促進焦点の行動がとら
れ，事業化に向かって準備する段階では，起業に
失敗することを恐れて予防焦点の行動が取られる
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傾向が強いと想定している．Fitzsimmons & 
Douglas （2011）の調査対象は MBA スクールの
起業家養成課程で学ぶ学生であり，起業機会を活
用して資金と時間を投入しながら事業化に向かう
段階にある．したがって，被験者はリスクを避け
ようとして予防焦点の傾向を持つことが想定さ
れ，実際に，起業への態度と自己効力感には負の
交互作用が確認された．

本研究の調査対象は就業経験のない学部生であ
り，起業に漠然としたイメージを抱いているか，
起業プロセスを進めていたとしても起業機会を探
索している初期段階であろう．したがって，促進
焦点の傾向を想定する．GUESSS のデータを使
ったスペインの学部生を対象にした研究（Sieger 
& Monsen, 2015）でも，促進焦点の傾向が強い
ことを想定して検証が行われ，実際，起業への態
度と自己効力感の正の交互作用が確認された．日
本でも同様に促進焦点の傾向が確認できるのだろ
うか．

H4：  起業への態度と起業の自己効力感は，起
業意思に対して，正の交互効果をもたら
す

4．大学の環境
本研究では，計画的行動理論とは異なる要因と

して，大学の環境が起業意思に及ぼす影響も検討
する．両親や友人のように直接的ではないもの
の，在籍する大学の影響は大きいと考える．

大学が学生の起業家活動を啓蒙する役割は広範

にわたる．必要なスキルやビジネスプランを教え
るという教育以外に，起業機会を認識させ，ロー
ルモデルや成功のストーリーを示すような啓発の
役割もある（Jansen et al., 2015）．さらに，大学
がメンタリングやネットワークのプラットフォー
ムを提供して起業を育成する役割を持つこともあ
る（Jansen et al., 2015：Nielsen & Lassen, 
2012）．大学内の交友関係を利用しながら事業を
開発すると起業しやすくなったという報告がある

（Politis et al., 2012）が，大学の環境がもたらす
影響は，個人のバックグラウンドや性別によって
異なるという指摘がなされている（Bergmann et 
al., 2018）．

GUESSS のデータを使って大学の環境と在学
中の起業準備行動との関係を調べた研究は，相関
が見られたもの（Guerrero et al., 2016）と，な
かったもの（Holienka et al., 2017）に分かれる．
本研究は，大学の環境と起業意思との関係を明ら
かにしたい．日本の大学生の起業意思は，大学の
環境によって影響を受けるだろうか．

H5：  大学の環境が起業に好意的であると感じ
る程度は，起業意思に正の影響を及ぼす

以下に起業意思形成と起業キャリアのモデルを
示す（図 1）．統制変数として，性別，起業家教
育受講の有無，親が事業家であるか否かを置いて
いる．

図 1　起業意思形成モデル
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起業への周囲の反応

起業への態度

起業の自己効力感 大学の環境
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5．統制変数
統制変数として，性別，起業家教育の受講有

無，親が事業家であるかどうかの家族事業を用意
した．

性別
性別については多くの先行研究が注目してお

り，女性よりも男性の起業意思が高い結果が示さ
れている．メタ分析を行った Haus et al.（2013）
によると，女性は，主観的規範や起業に対する態
度や行動のコントロール感が男性よりも低く，起
業意思から実行へと移行する頻度が低いという説
明をしている．また，女性はワークファミリーバラ
ンスを重視する性向があり，男性は達成を重視す
る性向があることが，起業に対する志向性に差を
生んでいるという指摘がある（Maes et al., 2014）．

GUESSS の 2018 年版の世界レポートも，男性
の方が女性よりも起業キャリアを志向する傾向が
強いことを確認している（Sieger et al., 2019）．
また，GUESSS の 2013-2014 年版の世界データ
を使用した研究（Shirokova et al., 2016）は，男
性の方が女性よりも，起業意思が高くなった場合
に起業を準備する行動に移りやすいことを検証し
た．

起業家教育受講
起 業 家 教 育 が 起 業 意 思 を 高 め る こ と は

GUESSS 関連の多くの研究で実証されてきた．
2011 年のデータを用いた研究（Maresch et al., 
2015）は起業家教育によって起業意思が高まる
ことを，2016 年のデータを用いた研究（Lechuga 
Sancho et al., 2018）は教育によって高まった自
己効力感が起業意思に正の影響を及ぼすことを検
証した．また，起業家教育が在学中の起業準備行
動に正の影響を及ぼすことを，2016 年のデータ
を用いた研究（Holienka et al., 2017）が検証して
いる．

2018 年版の世界レポートでも，起業キャリア
を志向する学生と起業準備行動を行う学生は，起
業家教育の受講率が全体平均よりも高いことが報
告されている（Sieger et al., 2019）．

家族事業（ファミリービジネス）
親の事業の有無が起業意思に影響することが先

行研究では実証されてきた．例えば，親が事業を
経営していると計画的行動理論の 3 要素が高ま
り，やがて起業キャリアを選択することが実証さ
れている（Kolvereid, 1996）．もちろん，家族事
業は，事業継承というキャリアの選択肢を学生に
もたらすが，独立心が高い場合に事業継承よりも
起業を望むことが 2006 年の GUESSS のデータを
用いて明らかにされた（Zellweger et al., 2011）．
さらに，2008 年のデータを用いた研究（Laspita 
et al., 2012）は，父母だけではなく，祖父母の事
業経営が，卒業 5 年後の起業キャリアの選択に正
に影響していることを明らかにした．

2018 年版の GUESSS 世界レポートは，両親の
どちらかが起業家である学生は，そうではない学
生よりも起業キャリアを選択する傾向があり，在
学中の起業準備の行動も活発に行う傾向があると
報告している（Sieger et al., 2019）．

Ⅲ．方法

1．サンプルの概要
調査は 2018 年 10 月から 2019 年 1 月まで授業

を通じて周知され，オンラインサイトに回答者を
アクセスさせた．全国 49 大学から 4,150 件の回
答を集めたが，欠損値のある回答や社会人
MBA，留学生，博士課程を除外して 2,664 名を
分析対象にした．学部 2,612 名，修士 52 名，性
別は男性 1,457 名，女性 1,207 名であった．専攻
は，経営学 1,907 名，それ以外 757 名4），家族事
業有り 443 名，事業なし 2,221 名であった．ま
た，起業家教育科目の受講者は 675 名，非受講者
は 1,989 名であった．

2．質問項目
質問項目は GUESSS2018 年版で参加国共通に

採用されたものを本研究でも使用している．

起業意思
起業意思の尺度は，「起業家になる準備はでき
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ている」，「職業上の目標は起業家である」，「自分
の事業を立ち上げて経営していくためなら，どん
な努力でも惜しまない」，「私は将来，事業を興す
と決めている」，「私はかなり真剣に事業を興すこ
とを考えている」，「私はいつか事業を興したいと
強く思っている」という 6 つの質問項目から構成
される（Linan & Chen, 2009）．質問項目は 7 件
法で尋ねた．

起業への周囲（の）反応
家族，友人，仲間の学生が，起業に賛成してく

れると認識している程度に関し，それぞれ 1 項目
計 3 項 目 を 7 件 法 で 尋 ね た（Linan & Chen, 
2009）．

起業への態度
「起業家になることは，自分にとってデメリッ

トよりもメリットの方が大きい」，「起業家という
キャリアは魅力的である」，「機会や資金などのリ
ソースさえあれば，起業家になるだろう」，「起業
家になることは自分に大きな満足をもたらすだろ
う」，「いろいろな選択肢がある中で私はあえて起
業家になることを選びたい」という 5 項目を 7 件
法で尋ねた（Linan & Chen, 2009）．

起業の自己効力感
「新しいビジネスチャンスを発見する」，「新製

品や新サービスを創出する」，「事業の中でイノベ
ーションを管理する」，「リーダーやまとめ役にな
る」，「専門家のネットワークを作る」，「新しいア
イデアを事業化する」，「事業を成功させる」とい
う 7 項目を 7 件法で尋ねた（各々，Zhao et al., 
2005：Forbes, 2005：Chen et al., 1998：George 
& Zhou 2001：Linan 2008：Denoble et al., 
1999：Kickul et al., 2009）．

大学の環境
「私の大学の雰囲気は新規事業のアイデア創出

を促してくれる」，「私の大学には起業家を生む好
ましい雰囲気がある」，「私の大学は学生が起業家
的な活動をすることを後押ししてくれる」という

3 項 目 を 7 件 法 で 尋 ね た（Lüthje & Franke 
2004）．

統制変数
以下のとおり，性別，起業家教育受講，親が事

業家であるかを尋ねた．
①　性別：女性と男性のいずれかを選択してもら

った．
②　起業家教育受講：起業家活動に関する科目に

ついて 5 つの選択肢からあてはまるものを複
数選択してもらった．使用した項目は，「履
修したことはない」，「科目を 1 つ以上選択履
修したことがある」，「科目を 1 つ以上必修科
目として履修したことがある」，「起業家活動
に関する特別のプログラムを履修している」，

「起業家活動の教育で評判が高いので現在の
大学を選んだ」，である．「履修したことはな
い」以外のいずれかを選択すれば，起業家教
育を受けたと見なした．

③　家族事業（ファミリービジネス）：「あなたの
両親は自営業ですか」の問いに対して，「い
いえ」，「父が自営業」，「母が自営業」，「両親
とも自営業」の選択肢から 1 つを選んでもら
った．分析では，いいえを選択した者を「家
族事業なし」，それ以外の選択者を「家族事
業あり」とした．

Ⅳ．分析結果

1．尺度の因子分析と信頼性の検討
まず，分析で用いる起業意思，起業への周囲の

反応，起業への態度，起業の自己効力感，大学の
環境の 5 尺度を用いて探索的因子分析（最尤法，
プロマックス回転）を行った．その結果，1 項目
が 2 つの因子において基準となる 0.40 を超える
因子負荷を示したため，その項目を除外した．該
当項目は，起業への態度の項目「いろいろな選択
肢がある中で，私はあえて起業家になることを選
びたい」であった．その後再度因子分析を行った
結果，すべての項目が既存研究と同じ因子構造を
示した（表 1）．
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表 1　探索的因子分析の結果（最尤法，プロマックス回転）

起業の自
己効力感 起業意思 起業への

態度
起業への
周囲反応

大学の 
環境 共通性

新しいアイデアを事業化する .860 .006 -.039 .007 -.018 .706
事業の中でイノベーションを管理する .840 -.010 -.009 -.026 .014 .681
新製品や新サービスを創出する .835 -.038 -.023 -.004 -.011 .636
事業を成功させる .808 .002 .022 -.006 -.023 .661
新しいビジネスチャンスを発見する .741 .095 -.007 -.011 .029 .641
専門家のネットワークを作る .692 .080 .006 .000 .034 .570
リーダーやまとめ役になる .589 -.073 .090 .075 -.026 .390

私はかなり真剣に事業を興すことを考えている -.017 .998 -.072 -.007 -.011 .888
私は将来，事業を興すと決めている -.002 .950 -.018 .002 -.015 .876
私はいつか事業を興したいと強く思っている -.012 .866 .082 .009 -.028 .825
職業上の目標は起業家になること -.029 .827 .034 .010 -.025 .687
起業家になる準備はできている .077 .598 -.128 -.030 .105 .360
自分の事業を立ち上げて経営していくためなら，どんな努力でも

惜しまない .059 .480 .224 .039 -.008 .482

起業家になることは，自分に大きな満足をもたらすだろう .005 -.059 .929 -.027 -.001 .783
起業家というキャリアは魅力的である -.038 -.055 .817 .037 .017 .618
機会や資金などのリソースさえあれば，起業家になるだろう .066 .033 .771 -.031 -.022 .659
起業家になることは，自分にとってデメリットよりもメリットの

方が大きい .009 .203 .532 .031 .037 .495

もしあなたが起業家になろうとしたら，あなたの周りの人はどう
思いますか（あなたの友人） -.015 -.009 -.057 1.002 -.025 .933

もしあなたが起業家になろうとしたら，あなたの周りの人はどう
思いますか（あなたの仲間の学生） .028 -.040 .026 .849 .019 .746

もしあなたが起業家になろうとしたら，あなたの周りの人はどう
思いますか（あなたの身近な家族） .019 .078 .053 .524 .019 .354

私の大学には起業家を生む好ましい雰囲気がある -.027 .000 .009 .019 .895 .797
私の大学は学生が起業家的な活動をすることを後押ししてくれる -.036 .008 .001 .012 .854 .718
私の大学の雰囲気は新規事業のアイデア創出を促してくれる .064 .007 .007 -.029 .714 .539

因子間相関 .570 .534 .345 .307
.607 .300 .221

.464 .163
.187

表 2　各変数の記述統計と相関係数

変数名 α M SD 1 2 3 4 5 6 7

1 性別 - 0.45 0.50 -
2 起業家教育受講 - 0.50 0.50 -.078＊＊ -
3 家族事業 - 0.17 0.37 -.018 .061＊＊ -
4 大学の環境 .86 3.46 1.26 -.037＋ .236＊＊ .050＊＊ -
5 起業への周囲反応 .83 4.00 1.31 -.117＊＊ .065＊＊ .105＊＊ .175＊＊ -
6 起業への態度 .87 3.45 1.46 -.254＊＊ .138＊＊ .103＊＊ .165＊＊ .423＊＊ -
7 起業の自己効力感 .91 3.09 1.21 -.242＊＊ .147＊＊ .069＊＊ .278＊＊ .334＊＊ .505＊＊ -
8 起業意思 .92 2.14 1.28 -.293＊＊ .193＊＊ .115＊＊ .212＊＊ .304＊＊ .592＊＊ .548＊＊

＊＊p<.01, ＋p<.10
注：　性別（男性＝0，女性＝1），起業家教育受講（無＝0，有＝1），家族事業（両親どちらも事業をしてい

ない＝0，どちらかがしている＝1）
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因子分析の結果をもとに，各尺度の信頼性係数
を算出し，平均値，標準偏差，相関係数を表 2 に
示した．

2．多重回帰分析の結果
次に，海外の先行研究で指摘されてきた起業意

思を高める要因は，日本の大学生を対象にした調
査でも，同じように確認できるだろうか．学生の
起業意思に対して仮説 H1 から H5 を検討するた
め階層的重回帰分析を行った（表 3）．

最初に統制変数の性別，起業家教育受講，家族
事業を step1 として投入し，次に大学に関する変
数として大学の環境，計画的行動理論に基づく変

数として起業への周囲反応，起業への態度，起業
の自己効力感を投入した（step2）．最後に，計画
的行動理論の 3 変数の交互作用項を投入した

（step3）．分析の結果，step1 から step2，そして
step2 から step3 へのそれぞれにおいて決定係数
の増分は有意であった．

step3 の分析結果を見ると，統制変数である性別
（β＝-.309），起業家教育受講有無（β＝.177），家
族事業（β＝.153）の影響が有意であった．この
結果は，起業意思が高いのは，女性よりも男性，
起業家教育を受講していない学生より受講した学
生，そして，家族が事業をしていない学生よりも
している学生の方であることを示している．ま

表 3　起業意思を従属変数とした階層的重回帰分析

変数名
step1 step2 step3

β VIF β VIF β VIF

切片 2.14＊＊ 2.14＊＊ 2.05＊＊

性別 -.716＊＊ 1.01 -.292＊＊ 1.09 -.309＊＊ 1.10
起業家教育受講 .425＊＊ 1.01 .192＊＊ 1.08 .177＊＊ 1.08
家族事業 .343＊＊ 1.00 .153＊＊ 1.02 .153＊＊ 1.02
大学の環境 .040＊＊ 1.14 .048＊＊ 1.15
起業への周囲反応 .011 1.26 .016 1.47
起業への態度 .341＊＊ 1.53 .325＊＊ 1.58
起業の自己効力感 .312＊＊ 1.47 .305＊＊ 1.61
起業への態度×自己効力感 .113＊＊ 1.40
起業への態度×起業への周囲反応 .003 1.52
自己効力感×起業への周囲反応 -.009 1.69
起業態度×自己効力感×起業への周囲反応 -.004 1.64

R2 .13＊＊ .46＊＊ .49＊＊

delta R2 .33＊＊ .03＊＊

＊＊ p<.01

図 2　交互作用の下位検定
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た，大学の環境（β＝.048），起業への態度（β＝
.325），起業の自己効力感（β＝.305），そして起
業への態度と起業の自己効力感の交互作用（β＝
.113）が有意であった．
そのため，交互作用を検証するべく，単純傾斜

検定を行った結果，起業の自己効力感が起業意思
を高める効果は，起業への態度の高い場合

（β＝.445, p<.001）と低い場合（β＝.133, p<.001）
のいずれでも有意であった（図 2）．この結果か
ら起業の自己効力感の影響は，起業への態度が高
い場合の方が，起業への態度が低い場合よりもよ
り強いといえる．

また，起業への態度が起業意思を高める効果
も，起業への自己効力感が高い場合（β＝.525, 
p<.001），低い場合（β＝.213, p<.001）のいずれ
も有意であった．この結果から，起業への態度が
起業意思を促進する影響は，起業への自己効力感
が低いときよりも高いときにより強くなることが
わかった．

3．起業意思形成モデルの検証
計画的行動理論における要因

本研究では，計画的行動理論の要因として，起
業への周囲の反応，起業への態度，起業への自己
効力感が起業意思に及ぼす影響を検討した．そし
て，起業への周囲の反応は起業意思に影響を及ぼ
さなかったが（H1 は不支持），起業への態度が積
極的であるほど起業意思が高まる（H2 を支持），
起業の自己効力感が高いほど起業意思が高まる

（H3 を支持）ことが示された．これらの結果は，
海外の先行研究の結果と一致するものである．ま
た，3 つの先行要因のうち，態度と自己効力感に
ついては，相互作用して意思に影響を与えること
が本研究にて示された．そして，交互作用の下位
検定では，起業への態度が高い場合に，自己効力
感が高まると，起業意思がより増すということが
示された（H4 を支持）．

大学に関する要因
本研究では，大学が起業意思に及ぼす影響を，

起業家教育と大学の環境について検証し，それぞ

れ正の影響を及ぼすことを確認した．起業家教育
を受けた学生の方が，そうでない学生よりも高い
起業意思を示していた5）．また，大学の環境も起
業意思に正の影響を及ぼしたことから，大学が起
業を後押ししてくれる雰囲気であれば，起業意思
が高まるという結果が得られた（H5 を支持）．つ
まり，大学は，直接的な教育だけではなく，起業
家活動を肯定し支援するコミュニティとしても機
能できるという結論になる．

性別と家族事業（ファミリービジネス）
統制変数として用意した性別と家族事業も起業

意思との関連が示された．性別については，女性
よりも男性の起業意思が高い結果となった．ま
た，家族事業については，親が事業をしている学
生の起業意思が高いことがわかった．

Ⅴ．本研究の貢献と課題

本研究は，日本の大学生に広く実施された大規
模調査のデータをもとに，起業意思の形成を計画
的行動理論に則ったモデルで検証した．起業意思
の形成を扱った過去の研究は，特定の起業家教育
プログラムが起業意思や自己効力感に効果がある
かどうかを検証している（田路ほか，2021；松井
ほか，2020：松永ほか，2020 等）．それらが個別
の起業家教育プログラムの効果を検証した研究で
あるのに対し，本研究は日本の大学生全体を対象
に起業意思の規定要因を検証する包括的な研究で
あるといえよう．海外で積み重ねられてきた計画
的行動理論のモデルを日本で検証したことは意味
があると考える．

起業への周囲の反応以外の要因は起業意思を高
めており，海外の先行研究の結果を追試する結果
となった．ただし，起業への周囲の反応について
は，過去の先行研究でも結果が分かれるところで
あり，日本の結果が逸脱するものではない．つま
り，起業意思が高まるメカニズムは海外と相違は
ない．また，男性が女性よりも起業意思は高く，
ファミリービジネスが起業意思を高めることも検
証できたため，個人属性に関して海外との差はな
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い．さらに，日本の起業家教育が起業意思を高め
る効果も検証できた．大学の環境も起業意思にプ
ラスに影響することが確認できたため，起業を推
進する風土を充実させて起業家養成大学を企図で
きる可能性が高いこともわかった．

さらに，計画的行動理論の 3 つの先行要因のう
ち，態度と自己効力感については，相互作用して
意思に影響を与えることが本研究にて示された．
この結果は，過去の GUESSS データの研究（Sieg-
er & Monsen, 2015）を支持するものである．日
本のデータによって，制御焦点理論を期待理論に
応用した動機づけ研究を堅固にする貢献ができ
た．就業経験のない学生は促進焦点の傾向を有
し，どちらかが高いと，もう片方のインパクトを
増大させて起業意思を高めることを検証した．

続いて本研究の実務面への貢献を論じたい．日
本の大学生の起業意思の絶対値は相対的に低いも
のの，起業意思を高める方策については，海外の
先例を参考にできることがわかった．その方策に
ついて 2 点を挙げておきたい．

本研究で，起業への周囲反応は起業意思を高め
ないが，大学の環境は高めるという結果が得られ
たことは大きな発見であった．つまり，家族や友
人という身近な関係者よりも，大学の雰囲気や風
土の影響力が大きいということになる．起業家教
育のカリキュラムの充実はもちろん重要である
が，大学の風土改革が起業家活動を活発化させる
と期待できる．大学は就職支援だけではなく，起
業という選択肢が卒業後または卒業数年後にある
ことを示すことは重要であろう．起業家 OB との
ネットワーキングやスタートアップへのインター
ンシップを後押しするような試みが有効になろ
う．

もう 1 つの発見は，起業家教育のやり方次第
で，地道に起業意思を高めていける可能性が高い
ことである．日本の大学生は促進焦点の傾向を有
し，起業態度か自己効力感のどちらかを高める
と，もう片方のインパクトを増大させて起業意思
が高まることを検証できた．

これによって，起業家教育に対する実践的イン
プリケーションを示すことができる．起業プロセ

スが始まる前の入門教育では促進焦点を意識した
教育プログラムを組む必要があるだろう．起業に
対する態度が少しでも高まると，スキルや能力へ
の自信をさらに引き上げ，起業したいという動機
が強まる．つまり，起業に対する肯定的な態度を
醸成するようなプログラムと，起業をする際に必
要となるスキルと能力を鍛えて自己効力感を向上
させるプログラムを並行させることである．数年
に渡って履修するのではなく，半年や 1 年間でま
とまった履修ができるカリキュラム作りや，1 週
間程度の集中プログラムも有効であろう．集中プ
ログラムでは，擬似的にチームを形成して実践的
なスキルや能力を鍛えつつ，ロールモデルとなる
人物の紹介やメンターによる指導や激励を組み合
わせることが望ましい．未だ，他国と比べて起業
意思は相対的に低い状況にあるとはいえ，教育や
支援によって，起業意思の底上げをすることが期
待できる．

最後に本研究の限界に言及しておきたい．本研
究は，起業意思を高める要因を提示したものの，
起業行動を起こすところまでを追っていない．時
系列でサンプルを追えない調査設計の限界であ
る．しかしながら，先行研究のほとんどが起業意
思の形成に留まり，行動までを追っていない．行
動までを追った希少な研究（Kautonen et al., 
2013, 2015）では，起業意思を測定してから 12
ヶ月後に具体的な起業活動をしたかどうかを就業
者に回答させた．起業意思の行動に対する説明力
は，39%（2013）と 31%（2015）であった．その
ように起業行動に移ることの困難さから，起業意
思と行動を結ぶ実行意思（implementation inten-
tion）に注目すべきであるという議論がある

（Krueger & Carsrud, 1993：Frese, 2009 等）．実
行意思とは，意思に続いて想起されるものであ
り，行動する直前状態の意思を指す（Gollwitzer, 
1993, 1999）．意思が，何をしようとするのか

（what）に対して，実行意思は，いつ（when），
どこで（where），どのように（how）実行する
かを計画することである．起業家活動の研究領域
では，この実行意思と行動の関係を実証する研究
はまだ緒についたばかりである（van Gelderen 
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et al., 2018）．
GUESSS の質問項目にこの実行意思を加える

ことができれば，起業意思を一歩進めた段階にあ
るかどうかを確かめることができる．例えば，起
業意思が高い回答者群を実行意思レベルの計画が
あるのかないのかによって二分し，その比較をす
ることによって，本研究で得られた知見を掘り下
げることができるのではないかと考えている．日
本人学生の起業意思を高める要因として，最も影
響の高い要因，またはボトルネックとなっている
要因が炙り出せるかもしれない．
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注
1）　GUESSS（Global University Entrepreneurial Spirit Stu-

dents’ Survey）は，スイスのサンガレン大学の中小企業・
起業家活動研究所とファミリービジネスセンターを事務局
として，2003 年以降，2 年に一度実施されている．2018
年の GUESSS の調査は 54 ヶ国 3,191 大学から 20 万人超の
回答を集めた．

 　日本の大学生を対象にした調査は 2011 年，2013 年，
2016 年と 3 回実施されたものの，調査対象は首都圏の大
学に偏り，サンプル数も十分ではなかった．したがって，
49 大学からサンプルを集めた 2018 年のデータのみを対象
に本論文は分析を進める．なお，2018 年の日本データ全
体（社会人院生や留学生含む）を対象にしたレポート（玉
井ほか，2021）は世界平均との比較を行っているが，起業
意思形成モデルを検証したものではない．

2）　卒業後のキャリア選択に関して，「まだわからない」と回
答した回答者は，日本では 20.7% を占めるのに対し，参加
国全体平均は 9.5% であった（玉井ほか，2021）．

3） 先行研究の相違を踏まえて，Linan & Chen（2009）は，周
囲の反応が起業意思に直接に影響を及ぼすのではなく，起
業への態度や起業の自己効力感を媒介して影響を及ぼすと
いう主張をする．GUESSS のデータを使った実証研究の中
でも見解は分かれ，直接の影響を確認する結果もあれば

（Maresch et al., 2015），媒介して影響を及ぼす結果も示され
ている（García-Rodríguez et al., 2017; Palmer et al., 2019; 
Ramos-Rodríguez et al., 2019）．

 　本論文は計画的行動理論の 3 要因の交互作用を確認する
ために多重回帰分析を採用する．よって，周囲の反応が起
業意思に及ぼす直接の影響を確認する．なお，周囲の反応
が直接に影響するモデルと，媒介して影響するモデルを，
共分散構造分析を用いて適合度の比較をしたところ，直接
に影響するモデルの方が高かった．

4）　専攻の内訳は，経営学系（商学部含む）71.6%，経済学系
11.4%，社会科学系（心理，政治，教育）3.5%，工学系
2.9%，人文科学系（歴史，言語，哲学等）1.9%，コンピ
ュータサイエンス 1.8%，自然科学 1.3%，芸術系 1.0%，そ
の他 4.6%.

5）　2018 年の調査において，起業家教育科目を受講したこと
がある割合は，世界の 48.1% に対して日本は 54.0% と遜色
のない高い比率を示した．それは，調査対象者のうち経営
学部生が 7 割を占めることと，文部科学省が推進していた
次世代アントレプレナー育成事業による起業家教育の講義
を受講した回答者を含んでいることが影響していると推察
できる．文科省の育成事業に参加する大学の半数程度が調
査に協力をした．
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